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住所

事業所名

代表者
職名

　　　　　　年　　　　月　　　　日

氏名

提出年月日１

２

３

４

５

６

７

８

担当者

登録部門

取組分野

公表の可否

職名

部署

氏名

住所

電話番号

ＦＡＸ番号

E-mailアドレス

〒   　　　－

オフィス・店舗等部門

製造業等部門

緩和分野（二酸化炭素の排出量削減）

適応分野（気候変動適応）

重点分野（プラスチックごみ対策）

運輸・設備業・その他部門

二酸化炭素の排出量削減目標

貴事業所が考える課題や防止・軽減を目指すリスク
（○○なので、▲▲が想定されるので、）

取
組
目
標

事業所名について、県の各種広報媒体での広報を希
望しない場合は「×」を記載してください。

●二酸化炭素の排出量削減目標を設定してくださ
い。（０％以上で記入してください。）
●二酸化炭素排出量の削減の基準となる年度を、平
成２８・２９・３０年度から選択してください。
●基準年度に対する当該年度の二酸化炭素排出量
削減目標量（％）を記入してください。

課題に対する目標または対策を設定してください。
「（課題／想定されるリスク）なので、○○する。」
という形式で記入ください。
●猛暑が想定されるので、熱中症ゼロを目指す。
●ゲリラ豪雨が予想されるので、構内の排水路の保
全に努める。
●お客様が倉庫の暑さで困っているので、遮熱塗装
を普及する。

担当者の勤務する事業所の住所を記載してください。
上記代表住所と同じ場合は「同上」と記載してください。

担当者の所属部署、職名、氏名を記載してください。

いずれか１つ以上の取組分野を選択し「〇」を付け、目標を記入ください。

事業所の代表住所を記載してください。
（県からの郵送物等は、下記の担当者の住所にお送り
いたします。）

代表者の職名及び氏名を記載してください。
この記載内容を「福島議定書」の代表者名として記載
します。

事業所名を記載してください。この記載内容を「福島
議定書」の事業所名として記載します。

※継続参加の事業所様へ
　２～７に変更がある場合のみ提出ください。
　なお、８については、報告時に取組結果報告書に記載ください。

本申込書を提出する年月日を記載してください。

登録する部門を選んで、いずれか１つに「○」
を記載してください。

担当者の電話番号、ＦＡＸ番号、E-mailアドレスを記載
してください。

（県からの連絡については、可能な限りE-mailを使用
して行います。御協力くださいますようよろしくお願
いいたします。）

基準年

削減目標

平成　　　　　年度

　　　　　　　％

「福島議定書」事業 参加申込書

記
入
例目標または対策（□□する、○○を目指す）

貴事業所が考える課題や防止・軽減を目指すリスク
（○○なので、▲▲が想定されるので、）

目標または対策（□□する、○○を目指す）

取
組
目
標

課題に対する目標または対策を設定してください。
「（課題／想定されるリスク）なので、○○する。」
という形式で記入ください。

●プラスチックごみによる海洋汚染が想定されるの
で、代替品の使用をする。

●レジ袋の削減のため、マイバック推進運動を行う。

記
入
例

様式１(従来編)優良取組事例事業所
平成30年度最優秀賞

平成30年度最優秀賞

飯舘村新春 村民のつどい

エコキャップ運動 使用済み切手収集箱

わくわく子ども大学郡山市まちなか子ども
夢駅伝競走大会

とっておきの音楽祭
in ふくしま

「節電」をはじめとする
各種啓発ポスターの無料配布

社会貢献活動

環境ニュースの発行による社内啓発 EMSレビューによる情報共有

参加申込書と報告書は取り外してご使用ください。
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● 再生可能エネルギーの導入
● 太陽光発電、燃料電池など創エネルギーの導入
● 照明の人感センサー化
● 空調使用時、エアサーキュレーターまたは扇風機を併用し、
　空調消費電力の削減
● 室外機、屋根等への散水による冷房の効率化
● 各種省エネ診断の受診と結果のフィードバック

●ノンフロンや温室効果の低いフロン類への機器の転換
　によるフロン類の排出抑制
●デマンド監視装置を導入し、契約電力を削減
　(消費電力の見える化)
● 営業ルートの効率化による使用燃料の削減
● 各種環境マネジメントシステムの取得
　（ISO14001、エコアクション２１等）

節　電

節　水

使用燃料の削減

温暖化対策の意識向上のための工夫

ゼロエミッションの取組（廃棄物ゼロ）

職場交通マネジメントの取組（クルマ通勤からの転換）

社会貢献活動

特記事項 ※ 貴事業所で取り組まれている内容について、審査の参考としますので自由に記入してください。

※ 取組内容につきましては、積極的な記載をお願いします。

※チェックがない場合、次年度の参加は自動継続となります。
※検討中の場合、次年度実施時に改めてご案内いたします。

担当者

応募用紙希望送付枚数

送付先住所

所属

〒

枚

氏名

希望します

希望しません

検討します

クールシェア
スポットへの登録を

希望します

希望しません
エコドライブ講師
の派遣を

希望します

希望しません
省エネアドバイザー

の派遣を

クールシェアとは

◆職員のちょっとした意識の違いで、社有車等の燃費を向上させられます。
◆職員にエコドライブを学ばせたい事業所に対し、講師を無料で派遣します。
◆「エコドライブ１０のすすめ」を中心に、環境と燃費にやさしい運転方法が学べ、事業所のガソリン
　使用を削減でき、安全運転にもつながります。

　家庭での省エネ活動を促進する「みんなでエコチャレンジ」に参加して、家庭での地球温暖化対策にも
取組みましょう。参加された方には抽選でプレゼントを差し上げます。
　「みんなでエコチャレンジ」の応募用紙を従業員の皆様に配布し、家庭での取組も進めましょう。

「みんなでエコチャレンジ」にも参加しましょう！

このページについては、下記の事業の希望がある場合のみ記載いただき、提出してください。

エコドライブ講習会への講師派遣

クールシェアスポットへの登録

◆ひとり１台のエアコンの電源を切り、涼しい場所をみんなで共有することです。
◆お店で、公共施設で、ご近所で、おうちでできる取組です。
◆イベントで集まることもクールシェアになります。
◆県では、クールシェアスポットとして登録する事業所を募集中です。
　（詳しくは環境共生課ホームページを御覧ください。）

ふんわりアクセル「eスタート」
車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転
減速時は早めにアクセルを離そう
エアコンの使用は適切に
ムダなアイドリングはやめよう
渋滞を避け、余裕をもって出発しよう
タイヤの空気圧から始める点検・整備
不要な荷物はおろそう
走行の妨げとなる駐車はやめよう
自分の燃費を把握しよう

１
２
３
４
５
６
７
８
９
10

～エコドライブ10のすすめとは～

※希望する、検討する事業所へは、登録に  
関する資料を別途送付します。

※希望する事業所へは、省エネアドバイザー及び
エコドライブ講師派遣に関する資料を別途送付
します。

※希望する事業所が多数の場合には、要望に添え
ない場合があります。

※希望する事業所が多数の場合には、要望に添えない場合があります。

事業所名

様式１(従来編)

◆すぐに実施可能な運用改善を中心とした節電対策をアドバイスします。
◆ちょっとした工夫で電気や燃料の削減につながります。
◆省エネ計画の立案に役立つアドバイスも行います。
◆更なる省エネ対策を希望する事業所の派遣依頼に無料
　で対応します。

省エネアドバイザーの派遣
事業所月 月

１　緩和分野 ２　適応分野 ３　重点分野
（プラスチックごみ）

％

ア　事業所における削減量

（１）二酸化炭素排出削減量

電話番号

部　署

E-mail
アドレス

事業所名

担当者

★１　東北電力のみを使用している場合は１行目のみ記入してください。
★２　環境省HPの「電気事業者別排出係数の調整後排出係数」記入してください。
　　  分からない場合は購入している電気事業者名を記入してください。
※月別の使用量の合計を「使用量」欄に記入してください。
※記載のない燃料を使用している場合には、（その他）欄に記入してください。
※基準年と取組年度の事業所数が異なる場合には、参考として基準年の事業所数を記入してください。
※製造業の事業所においては、原単位（生産量当たりの排出量）による報告でも可とします。

0.56

0.58

2.3

2.6

2.5

2.7

6.5

2.2

二酸化炭素
排出係数①

ＣＯ2排出量③
①×②　ｋｇ-ＣＯ2

使用量②

削減率
C／A×100 %

削減量平成31年
基準年

事業所

様式２（従来編）

電気

新電力

水道

ガソリン

軽油

灯油

Ａ重油

LPガス

都市ガス

（kWh）

（kWh）

（㎥）

（ℓ)

（ℓ)

（ℓ)

（ℓ)

（㎥）

（㎥)

ＣＯ2排出量⑤
①×④　ｋｇ-ＣＯ2

使用量④ ＣＯ2排出量
③－⑤　ｋｇ-ＣＯ2

使用量
②－④

平成31年度　「福島議定書」事業（従来編）　取組結果報告書

ＦＡＸ番号

職　名 氏　名

公表の
可否

基準年 目標削減％

平成　　　　　　年

合計 － － （A） （B） （C）－ －

（その他）

※公表は事業所名のみであり、数値等を公表するものではありません。

※複数の事業所が一体となって取り組んでいる場合は、団体部門の対象となります。

5月～10月のなかで、2～6ヶ月
を選択してください。
６月～９月、７月～８月 等

複数の場合、事業所名の一覧表
（様式任意）を添付してください。

削減の基準とした年を平成28、
29、30年より選択してください。

目標とした基準年に対する二酸化
炭素の排出削減量（%)を記載し
てください。

取組期間 取組事業所数

１　緩和分野の取組結果

平成３１年度の取組内容について

取組分野（取り組んだ分野に「○」をつけてください。）

★１

★２

参加申込書と報告書は取り外してご使用ください。


